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はじめに

　本論の目的は、工作機械産業の姿を紹介する
とともに、今後の展望を検討することである。
生産額などでみた工作機械産業の活動規模は機
械関連の製造業の中で必ずしも大きいとは言え
ない。しかし、工作機械は「機械を作る機械」「マ
ザーマシン（母なる機械）」などと呼ばれ、精密
で複雑な部品を正確かつ効率的に作る装置とし
て、産業活動全般に及ぼす影響力は大きい。また、
国内産業の多くで輸入浸透率が高まり国内の生
産拠点が失われつつある中で、日本の工作機械
の国際競争力は高く、当面は空洞化の可能性が
低い。その点でも国内製造業の発展の中核を担
う基幹産業の一つだと言える。
　以下では工作機械の概要と長岡市経済におけ
る工作機械の位置づけをみた後で、日本経済全
体の成長への寄与を整理する。続いて産業連関
で見た工作機械の特性を整理した後に、他産業
との比較も含めて貿易統計等をもとにした産業
競争力について検討する。最後に含意を述べる。

１　長岡市の経済活動を支える工作機械産業

（1）工作機械産業の概要
　工作機械とな何かについて、日本工業規格

（JIS）は以下のとおり定義している：

　「主として金属の工作物を、切削、研削な
どによって、又は電気、その他のエネルギー
を利用して不要な部分を取り除き、所要の形
状に作り上げる機械。ただし、使用中機械を
手で保持したり、マグネットスタンド等に
よって固定するものを除く。狭義であること
を特に強調するときには、金属切削工作機械

と表現することもある。」

　このように、工作機械は、必要とされる形状・
精度に機械部品を効率よく加工するための機械
設備である。すべての機械類や部品類は工作機
械で作られていることから、工作機械はものづ
くりのすべてを支えていると言っても過言では
ない。そうした重大な特性から、世界各国は工
作機械産業を戦略的な基幹産業と位置付け、そ
の発展を競っている。さらに、高度な兵器製造
も可能なため、従来から管理貿易の対象とされ
てきた。1994 年までは COCOM のもとで厳しい
規制を受け、今はワッセナー・アレンジメント
により管理されている。
　【図表 1 】は国内の工作機械の生産拠点等を示
す。業界全体の振興に取り組む一般社団法人日
本工作機械工業会の会員組織をもとに作成した
リストである（一般社団法人日本工作機械工業
会（2012）による）。新潟県内では 5 拠点が会員
となっている。

（2）長岡市経済と工作機械
　長岡市内には工作機械の事業所が多い。研究拠
点なども含めると、大小 40 拠点を越える。長岡
は歴史的に石油採掘関連の機械づくりの産業集積
発達により、機械系の生産拠点が多い。そうした
ことから、市経済全体における機械産業のウエイ
トが全国的な平均に比べて突出している。
　【図表 2 】は 2015 年時点の産業部門別の生産
額構成比を長岡市と全国と比べている。このデー
タは、地方創生にあわせて創設された RESAS（地
域経済分析システム）のデータ提供の一環で公
開されている環境省の産業連関表による（「産業
連関表」については後述）。
　図で「はん用・生産用・業務用機械」に注目
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【図表 1 】日本工作機械工業会会員の生産拠点

【図表 2 】長岡市の産業別生産の構成比（2015 年）
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すると、長岡市の構成比の高さが確認できる。
ただし、「工作機械」は 500 部門超の産業分類の
１項目である。「はん用・生産用・業務用機械」
には同分類でおよそ 40 項目の部門が含まれるこ
とから、図表に示された構成比の高さが、工作
機械のみの構成比の高さを示すわけではないこ
とに注意が必要である。とはいえ、工作機械産
業は機械生産部門の柱として長岡の製造業を支
えていることに変わりはない。

２　日本の経済成長と工作機械産業

　日本経済全体の視点からも工作機械の重要性
を整理しておく。
　工作機械産業は、高度な生産設備の供給産業

であり、民間企業設備投資への寄与を通じて日
本経済の成長を支えてきたと言える。
　平均的に民間企業設備投資は実質 GDP の
16％、名目 GDP の 17％程度の規模で推移して
いる。5 割を超える民間消費と比べると実額は
小さい。しかし、経済成長への寄与は大きく、
いわゆる乗数効果による経済全体への需要創出・
生産拡大で大きな波及効果を有する。
　【図表 3 】は日本の経済成長を示しており、そ
の中で民間企業設備投資の重要性が確認できる。
特に、成長率が屈折する局面においては民間企
業設備投資の寄与が転換の鍵をにぎっている。
その国内の設備投資を支える資本財の一つが工
作機械であり、日本経済の成長において工作機
械部門が担う役割は大きい。

【図表 3 】日本の経済成長率の推移

【図表 4 】国内民間総固定資本形成における工作機械
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　近年 AI や ICT の導入が進み、生産活動にお
ける情報化の潮流は激しい。現実に、情報関連
機器やソフトウエア関連の設備投資は増加傾向
にあり、工作機械などのハードの生産設備の投
資のウエイトが低下する可能性が指摘される。
　【図表 4 】は、民間企業設備投資（国内民間総
固定資本形成）に占める工作機械への支出（実
額、名目値）である。データは産業連関表 506
× 386 部門表ベースで工作機械のみを抽出した。
参考として、設備投資の中の「情報通信機械」

「ソフトウエア業」も併記した。これによると、
確かに情報通信機器のウエイトは 2005 年以降高
まっている。しかし、その中でも、工作機械の
ウエイトは１％台で安定的に推移しており低下
傾向はみられない。情報化投資の上方トレンド
の中でも、企業の設備投資における工作機械の
重要性に変化はない。

３．国内工作機械の需要構造

　日本の工作機械はその精度・性能の高さで国
際的にも競争力が高いと言われる。他方で、上
述の通り、工作機械は日本の設備投資を支える
基幹的役割も果たす。果たして、国内生産の工
作機械の販路はマクロ的に見てどのような状況
なのだろうか。以下では、工作機械に対する需
要動向を確認した。
　【図表 5 】では、国内の金属加工・工作機械の
需要項目を整理している。ここでは、各項目の
数値を整合的に整理するために産業連関表の数
値を用いた（総務省『産業連関表』と経済産業
省『延長産業連関表』の併用）。なお、工作機械
の数値は 506 × 386 部門表（『延長産業連関表』）
でデータを抽出する必要があるが、今回それが
難しかったことから、金属工作機械と金属加工

【図表 5 】国内工作機械の需要構造
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機械の合計値を抽出した。国内生産額でみると、
金属工作機械がその 7 割を占める（2018 年は
70.5％）。
　2018 年データでみた工作機械の需要構造によ
ると、国内生産の金属加工・工作機械の 26.5％
が国内での中間投入（内生部門）で、48.7％が
国内最終製品として需要（国内最終需要）され
ている。さらに、国内最終需要の内訳で、大半
が国内民間総固定資本形成（企業設備投資）で
あることが確認できる。内外需の割合について
は、75.2％が内需、輸出は 30.7％で、国内生産額
の 5.9％規模が輸入されている。
　以上のとおり、金属加工・工作機械の需要の
大半は生産設備投資のための国内最終需要であ
る。その比率はやや低下しているが（1995 年
56.5％→ 2018 年 48.7％）、低下トレンドにあるわ
けではない。また、輸出の割合がわずかに高まっ
ているが（1995 年 25.3％→ 2018 年 30.7％）、こ
れも海外景気要因等による変動で説明できる程
度の動きである。輸入にも有意な変化の傾向は
ないことから、外需の構成に顕著な動きはない
と言える。
　以上の基本構造が 1995 年以降、大きな変化な
く維持されている点は、多いに注目される。他
の製造部門の多くでは、新興工業国の工業化に
伴い輸入浸透度が高まり、販路構成が大きく変
化している。
　中国の工業化が加速し世界最大の工業国とし
ての地位を確立した 1990 年代以降も、安定した
需要構造を維持してきたことは、国内工作機械
産業の大きな特徴だと言えるだろう。

４．産業連関からみた工作機械産業

　工作機械は、企業が需要家であり、典型的な
BtoB（Business to Business）産業である。それ
だけに産業間のつながりの様態が、需要変動の
重要な鍵となる。
　同産業の展望において、経済のグローバル化
や情報化などの趨勢的な構造変化も重要である

が、国際金融ショックなど偶発的事象によるリ
スクの検討も必要である。しかし、後者の発生
の予見・分析は本論の範囲をこえる。そこで、
以下ではそうした外的な経済ショックが産業連
関を通じて波及する間接的影響に関する産業構
造を把握しておきたい。
　その分析ツールとして、本論では上記のデー
タ分析にも用いた産業連関表をもとに算出した

「影響力係数」と「感応度係数」を取り上げた。
産業連関表とは、全産業間の取引関係を把握す
るために、産業間の取引を産出（販路）および
投入（購入）の 2 両面のデータをマトリクス形
式で整理した統計である。そのデータを適切に
加工することで、各産業部門が取引を通じて他
産業へどの程度の影響力を有するのか（「影響
力」）、また逆に他の産業の取引からどの程度の
影響を受けるのか（「感応度」）を定量的に把握
できる。
　「感応度係数」は、他部門からの影響の受けや
すさを示す。産業連関表の投入係数表をもとに
導出した「逆行列表」において、各部門の行和
を全部門での平均値で除して算出できる。産業
全体の平均値と同じ場合は１で、数値が大きく
なるほど他産業から影響を受ける度合いが強い
ことがわかる。
　「影響力係数」は、ある部門への需要増加が他
産業にどの程度の波及効果をもたらすかを示す。

「逆行列表」で各部門の列和をその全部門での平
均値で除して求める。それが１であれば、他産
業への影響の大きさは全産業で平均的で、数値
が大きいほど波及規模が大きいことがわかる。
　【図表 6 】は 2018 年データで算出した結果で
ある（工作機械については、農業用機械、建設・
鉱山機械、繊維機械、生活関連産業用機械、基
礎素材産業用機械、金属加工機械、半導体製造
装置、その他の生産用機械との合計による「工
作機械等生産用機械」のデータにより算出）。参
考として、2015 年産業連関表で産出した長岡市
における各産業の係数を【図表 7 】に示した（長
岡市については製造業以外の部門の係数も表示



長岡大学  研究論叢  第 20 号（2022 年 3 月）

― 82 ―

している）。
　以下では全国ベースの係数を検討する。【図
表 6 】を縦方向に見て、各産業の「感応度係数」

の大きさをみると、「鉄鋼」（2.66）の大きさが
顕著である。その販路が国内産業で多岐にわたっ
ていることによる。鉄鋼製品は製造業のみらず、

【図表 6 】感応度係数と影響力係数（全国）

【図表 7 】感応度係数と影響力係数（長岡市）
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建設、非製造業など経済のあらゆる部門に向か
う。そのため、景気変動などの経済全体の影響
を強く受けやすいのである。「自動車部品」（1.92）
も同様である。
　逆に、「乗用車」（0.55）、「情報通信機器」（0.57）、

「民生用電気機器」（0.59）などは小さく、国内
他産業の業況からの影響を比較的受けにくい。
輸出への依存度が高いことなどによると考えら
れる。
　「工作機械等生産用機械」（0.69）については、
標準値１よりも小さい。他産業の業況変化の影
響を受けにくいことが示されている。何らかの
経済変動により他産業が受けた影響について、
産業連関を通じて二次的に受ける度合いは比較
的小さい。工作機械産業は様々な全般的な経済
ショックに対する耐性が強い産業部門だと言え
よう。
　続いて、【図表 6 】を横方向にみて、影響力係
数についても検討しておこう。図によると「乗
用車」（1.49）が最も大きい。自動車産業は投
入構造として広範な裾野産業を有する産業部門
である。多様な原材料や部品等を使用して生産
活動を行うため、その業況変動は他の広範な産
業に影響を及ぼすのである。また、自動車部品

（1.34）も同様に係数が比較的大きい。
　逆に、「石油・石炭製品」の係数は小さい（0.62）。
原材料中の国外財（原油等）のウエイトが高い

からである。その業況変化が国内の他産業に及
ぼす影響は比較的小さいことが示されている。
　「工作機械等生産用機械」（1.04）は１に近く、
裾野産業の広さは平均的ということになる。
　金属加工・工作機械部門については、さらに
時系列で両係数の変化をみた（【図表 8 】）。その
データは、「感応度係数」が 2015 年 0.79、2011
年0.72、2005年0.70、「影響力係数」は2015年1.04、
2011 年 1.04、2005 年 1.10 であった。同産業部門
について 2005 年以降の産業連関上の構造に大き
な変化はなかったことが確認できる。

５．国際的な産業競争力の分析

（1）輸入浸透率の動向
　最後に国際競争力について考察する。1980 年
代の超円高への転換、さらに 1990 年代の中国で
の工業化加速を経て、国内の多くの製造部門で
輸入が急増し、輸入品シェアが拡大した。今後
に向けてその潮流はどのように見通されるであ
ろうか。工作機械の今後を考える土台の一つと
して、グローバルな視点から他の国内産業の国
際競争力も含めて概観した。
　まず、輸入浸透率（産業連関表ベース）で国
内市場での輸入品シェアの拡大傾向を確認した

（【図表 9 】）。輸入浸透率とは、国内市場におけ
る全製品に占める輸入品のウエイトを示す指数

【図表 8 】金属加工・工作機械の感応度係数と影響力係数（2015 年以前）
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で、「輸入÷（国内生産－輸出＋輸入）」により
定義される。
　表には 2000 年から 2018 年までの数値を整理
した。また、最右列に 2018 年の数値マイナス
2000 年の数値を記載し、18 年の間に輸入品の国
内市場シェアがどれだけ高まったかを示した。
　【図表 9 】では、18 年間で全部門の輸入浸透
率が上昇している。中でも、「その他の電気機
械」（33.6 ポイント）、「衣服・その他の繊維製品」

（29.5）、「繊維工業製品（衣服等除く）」（22.9）、「化
学」（15.2）、「一般機械」（14.0）等の上昇幅が大きい。
　他方で、「パルプ・紙・紙加工品」（1.5）、「鉄鋼」

（2.3）、「農林水産業」（3.1）、「乗用車」（5.5）など
は上昇率が小さい。その要因の一つとして国内
生産の競争力の高さが考えられるが、それだけ
ではなく貿易規制（関税や数量制限などの貿易
政策等）、製品自体の非貿易財的な特徴など様々
な要因が複合している可能性がある。個々の部
門の産業競争力を厳密に検討するには、個別に

上記の諸要因についても検討する必要がある。
　「金属加工・工作機械」については、18 年間
の変化が 3.3 ポイントの上昇にとどまる。さら
に 2018 年には 2015 年の 12.4％から 7.8％に低下
した。多くの産業が二桁の上昇幅になっている
中で、この傾向は特筆すべきである。国際競争
力の高さが示唆される。

（2）貿易特化係数の動向
　さらに、「貿易特化係数」を活用して国内作業
の国際競争力を検討した。貿易特化係数は、特
定の 2 国間の各貿易品目について「純輸出額（輸
出マイナス輸入）÷総貿易額（輸出プラス輸入）」
で定義される。部門ごとの相対的な輸出競争力
を考える上で参考となる指標である。輸出競争
力が強く輸入がまったくなければ 1 となり、逆
に輸出競争力がないため輸出がゼロで専ら輸入
のみの場合にはマイナス 1 となる。なお、貿易
特化係数についても、輸入浸透率と同様にその

【図表 9 】輸入浸透率の推移
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値がそのままその産業の競争力を表すとは言い
切れない点には注意を要する。
　なお、各品目のデータは、財務省貿易統計
の概況品目をベースとして、HS コード（「商
品の名称及び分類についての統一システム

（Harmonized Commodity Description and 
Coding System）に関する国際条約（HS 条約）」
に基づいて定められたコード番号）の上位 6 桁
の分類で抽出した数値を合計することにより求
めた。
　ここでは、日本の工作機械の最大の輸出先で
ある中国とアメリカの二カ国について同係数を
取り上げた。各産業部門の対中国・対アメリカ
の競争力を検討したことになる。中国とアメリ
カについて、財務省「貿易統計」（2020 年の年
間累積データ）によると、工作機械（HS コード
4 桁ベース）の輸出額は中国（1,661.5 億円）、ア
メリカ（1,047.8 億円）、韓国（291.7 億円）の順
であり、両国は 3 位以下を大きく引き離してい
る。しかも 3 位以下の順は毎年変動している。
　その両国に対する工作機械の輸出・輸入額の
推移は【図表 10】のとおりである。対中も対米
も輸入は少ないまま増加していない。中国向け
の輸出は 2000 年以降大きく伸びたが、2010 年
頃以降は伸びていない。
　中長期的な傾向を把握するために、本論では
1990 年以降の 5 年ごとの貿易特化係数をみた。
ただし、2020 年については新型コロナ感染拡大

の影響による貿易額変動が考えられることから、
感染拡大直前の 2019 年の数値も参考値として示
した。
　工作機械の貿易特化係数をみると、対中国、
対アメリカともに 1 に近い数値で推移し、日本
の高い競争力が示唆されている（【図表 11】）。
中国で急激な工業化が進展し企業のグローバル
戦略が激動した 1990 年代以降においても顕著な
変化が見られない点は注目される。
　自動車、自動車部品についても 1 を大きく超
えた水準にあり、国内生産の高い競争力が示唆
されている。ただし、対中国で自動車部品は
2010 年頃を境に低下してきている。さらに、自
動車産業では現在世界的に EV 化・脱炭素化の
動きが加速しており、それに伴い産業構造の急
激なモジュール化が見通されている。自動車、
自動車部品ともに、貿易パターンが今後大きく
変動する可能性がある（【図表 12】）。
　エレクトロニクス関連においては、部門ごと

【図表 10】工作機械の輸出入（対中国・対アメリカ）

【図表 11】工作機械の貿易特化係数

【図表 12】自動車関連部門の貿易特化係数
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に動向が多様である。対中国では、通信機、家
庭用電気機器、事務用機器の BtoC の最終製品
部門について 2020 年時点でマイナス 1 に近く、
完全な入超となっている。1990 年代に出超から
入超へ転換し、以後輸入増が加速した（【図表
13】【図表 14】）。
　その中でも、電子部品はプラスの値を維持し
ている。しかし、1990 年にほぼ 1 だったものが
2015 年に 0.2 を割り込み、中期的な低下傾向が
顕著である。2000 年代以前は、中国からの電気
製品の輸入が急増するのに伴い中国向け電子部
品輸出が急増する構図が見られたが、そのパター
ンに変化が生じつつある。対アメリカでは、事
務用機器が 0.5 前後で安定的に推移している一
方で、電子部品については半導体の輸入拡大に
象徴されるように近年は入超状態に転じている。
　素材型および素材加工産業の中で、繊維関連
については二次製品（除衣類）、衣類及び同付属
品ともに対中国で大幅な入超で、国内生産が比
較劣位にある様子が示されている（【図表 15】）。
対アメリカでは、二次製品（除衣類）が大幅な
出超である。衣類及び同付属品はマイナスであ
るが、1995 年以降は両部門ともに上昇傾向にあ
るのは注目される。
　鉄鋼等の金属関連では、対中国で金属製品が
大幅なマイナスであるが、鉄鋼は両国向けでプ
ラスで推移し、金属製品も対アメリカでプラス
を維持している（【図表 16】）。鉄鋼を詳細に見
ると、自動車向け特殊鋼などの高付加価値な製
品部門について対中国・アメリカ向けで圧倒的
な出超である。
　化学、プラスチックについては、対アメリカ
で化学（無機化合物）が 2015 年を過ぎて出超に
転じたのを除くと、1990 年以降の変化が比較的
小さい（【図表 17】）。ただし、化学（有機化合物）
が対中国で 2005 年頃以降に低下し出超傾向が弱
まってきている。
　以上の部門別の貿易特化係数によると、対中
国、対アメリカで、1990 年以降に多くの国内産
業が比較優位を失いつつある様子が見て取れる。

ただし、工作機械をはじめとして圧倒的な出超
状態が維持されている部門もあり、貿易パター
ンの変化さらにその背後にある産業の競争力の
状況は多様である。
　その整理のために、2010 年から 2020 年まで
の 10 年間の貿易特化係数の変化幅に注目し、日

【図表 14】エレクトロニクス関連の貿易特化係数（その2）

【図表 15】繊維関連部門の貿易特化係数

【図表 13】エレクトロニクス関連の貿易特化係数（その1）
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本－中国間、日本－アメリカ間の産業競争力の
現状と変化の方向性をまとめた。
　【図表 18】と【図表 19】では、各部門について、
横軸に 2020 年時点の貿易特化係数の値をとり、
縦軸に 2010 年と 2020 年の係数の差（2020 年マ
イナス 2010 年）をとった。横軸が現在の対中／
対米の相対的な競争力の強さ（の参考値）、縦軸
が10年間の競争力（の参考値）の変化速度を表す。
　図全体で原点を中心に 4 つの象限ごとに分け
て考えるとわかりやすい。、第一象限（右上）は
現在日本の国内産業の競争力が中国／アメリカ
を上回っており、かつ日本が引き離しつつある
領域だと解釈できる。第二象限（左上）は、現
在中国／アメリカの方が競争力は高いが、日本
がキャッチアップしつつある領域である。第三
象限（左下）は、現在中国／アメリカの方が優
位で、しかも引き離されつつある領域となり、
第四象限（右下）は現在日本が優位にあるが、
中国／アメリカにキャッチアップされつつある
領域だと言える。
　【図表 18】で対中国についてみると、第４象
限に工作機械、プラスチック、電子部品、自動
車部品、化学（有機）が位置している。これらは、

【図表 18】貿易特化係数とその変化（中国）

【図表 17】化学・プラスチックの貿易特化係数

【図表 16】鉄鋼・金属製品の貿易特化係数
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現時点で日本が中国よりも高い競争力を維持し
ているものの、中国にキャッチアップされつつ
ある度合いが強い部門である。特に、より下方
に位置する化学（有機）、自動車部品、電子部品
については、キャッチアップのスピードが比較
的大きく、中長期的に追いつかれる可能性が危
惧される。【図表 19】でアメリカについてみると、
対中国とは大きく異なり、第一象限に化学（無
機）、繊維二次製品（除衣類）、工作機械等が位
置している。

６．終わりに～今後の展望にむけて

　以上の分析、中でも貿易パターンの変化を踏
まえると、国内の工作機械の国際競争力は当面
維持される可能性が高いと思われる。他の多く
の部門が対中国で比較劣位になりつつある状況
の中で、工作機械の状況は目立っている。
　他方で、他の多くの部門については競争力が
一層下方に変動する傾向が強まりそうである。
それに伴い企業のグローバルな事業戦略もさら
なる転換を余儀なくされると考えられる。その

中にあって、国内の工作機械産業はその需要家
の動向にこれまで以上に注視する必要性が強ま
りそうである。
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